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最近の行政の動き

石油コンビナート災害対応への先進技術活用検討会
報告書について

消防庁特殊災害室
髙𣘺 芳和

１　はじめに
　石油コンビナートは、石油や高圧ガスなどが多量に取扱われているため、ひとたび火災が発生した場合には甚大な被害

が発生するおそれがあります。そこで石油コンビナート等災害防止法による規制等によって特別防災区域の指定、特定防

災施設、自衛防災組織、防災資機材、防災管理者等の各種整備が行われてきました。さらに平成15年十勝沖地震や平成

23年東日本大震災の被害を教訓に、大容量泡放射システムの配備など防災体制の強化を図ってきたところです。

　石油コンビナートにおける災害発生時には、防災要員が安全かつ的確に活動できるよう支援するしくみの構築が求めら

れますが、近年のAI・IoT等の技術（以下「先進技術」という。）は、これまで人が携わってきた業務の一部を代替・補完で

きる水準まで向上してきており、石油コンビナート災害対応への活用も期待されています。

　そこで、消防庁では令和元年度から「石油コンビナート災害対応への先進技術活用検討会」を開催し検討を重ね、この

度４年間のとりまとめとなる報告書を公表しましたのでその概要をご紹介させていただきます。

２　検討会の開催状況
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４　検討結果

⑴　概要

○一定規模の事業所には、大型化学消防車、大型高所放水車、泡原液搬送車（通称「３点セット」）の設置を義務づけて

　いる。

○これまで、大型化学消防車と大型高所放水車の機能を一体化した「大型化学高所放水車」が開発され、使用が認めら

　れている。

○今回、３点セットすべての機能を一体化した消防自動車（仮称：オールインワン型）の開発が進んでおり、その検証

　を行った。

⑵　検証結果

○現行法令の３点セットで必要とされる性能基準を満たしているか検証を行った。

　①機械的性能・・・放水圧力、泡消火薬剤タンク容量、放水塔高さ等を確認

　②走行性能

　　・車両操作性（法令上の通路最小幅員６ｍ走行）を確認

　　・登坂能力（法令上の通路最大勾配７％走行）を確認

○消火活動を想定し、現行の３点セットと同等以上の操作性があるか検証を行った。

　（オールインワン型車両が消火栓に部署してから放水までの操作性・時間を確認）

○検証の結果、オールインワン型車両が、現行法令上の３点セットで

　必要とされる性能基準を満たしていると認められるとともに、現

　行の３点セットと同等以上の操作性が認められた。

　消防庁において、導入に必要な政省令改正を検討するよう提案する。
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⑴　概要

○浮き屋根式屋外貯蔵タンク（直径34ｍ以上）のある特定事業所には、「大容量泡放射システム」を備えること、その

　運用に必要な「防災要員」を配置することを義務づけている。

○当該システムの複数の構成機器（送水ポンプ、水中ポンプ、混合装置等）を無線電波で、遠隔で操作できる機器

（RCU：リモートコントロールユニット）の開発が進んでいるため検証を行った。

⑵　検証結果

○RCUが、大容量泡放射システムを構成する送水

　ポンプ等の遠隔操作に必要な機能を有している

　ことを確認した。

　　①無線電波の到達範囲（１００m）の確認。

　　②複数の送水ポンプ、水中ポンプ、混合装置等

　　　の操作確認（始動・圧力調整等）。

　　③異常発生時における送水ポンプの緊急停止

　　　の確認。

　今後、各事業所への導入にあたっては、国や道県は、広域共同防災規程等の変更届の提出の際に、ＲＣＵによって大

容量泡放射システムが安全に運用できるかどうか確認していくことが必要である。
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５　おわりに
　今後も、様々な技術が開発されていくことから、消防庁においては、先進技術の開発業者とその技術を使用する特定事

業者との情報共有の場を設け、先進技術の導入を支援していきます。なお、検討会結果の詳細につきましては「石油コンビ

ナート災害対応への先進技術活用検討会報告書」として消防庁ホームページにて公表していますので以下のＵＲＬをご確

認ください。

　

　【石油コンビナート災害対応への先進技術活用検討会】

　https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/post-125.html
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